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Ⅴ 第１ 損害回復・経済的支援等への取組
▶ Ⅴ 第１ １． 損害賠償の請求についての援助等（基本法第１２条関係）

１ Ⅴ 第１ １．⑴ 損害賠償請求に関し刑事手続の成果を利用する制度を新たに導入する方向での検討及び施策の実施 法務省 P２５ 第１節 １ ⑽

２ Ⅴ 第１ １．⑵ 損害賠償債務の国による立替払及び求償等の是非に関する検討 内・警・
法・厚 P２８ 第１節 ２ ⑹

３ Ⅴ 第１ １．⑶ 公費による弁護士選任、国による損害賠償費用の補償等の是非に関する検討 内・警・
法・厚

P２８
P５８

第１節 ２ ⑹
第３節 １ ⒂

Ⅴ 第１ １．⑷ 日本司法支援センターによる支援

４ ア 民事法律扶助制度の活用による弁護士費用及び損害賠償請求費用の負担軽減 【再掲 第３ １．⑾ア】 法務省 P２３ 第１節 １ ⑷

５ イ 支援に精通した弁護士の紹介なども含めた様々な情報の速やかな提供【再掲 第３ １．⑾イ、第４
１．27ア】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

６ ウ 具体的な業務の在り方について、犯罪被害者等やその支援に携わる者の意見を踏まえた準備作業の進
行【再掲 第３１．⑾ウ、第４１．27 イ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

７ エ 警察庁その他関係機関及び日本弁護士連合会等との十分な連携【再掲 第３ １．⑾エ、第４ １．27
ウ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

８ オ 日本司法支援センターの機能及び犯罪被害者等支援に関する具体的情報の十分な周知【再掲 第３
１．⑾オ、第４ １．27エ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

９ Ⅴ 第１ １．⑸ 公判記録の閲覧・謄写の範囲拡大に向けた検討及び施策の実施【再掲 第３ １．⑶ア】 法務省 P６２ 第３節 １ ⒄

Ⅴ 第１ １．⑹ 損害賠償請求制度に関する情報提供の充実

１０ ア 犯罪被害者等の保護・支援のための制度の周知【再掲 第４ １．22】 警察庁・
法務省 P２３ 第１節 １ ⑸

１１ イ 民事の手続に関する情報提供の充実【再掲 第４ １．24】 法務省 P２３ 第１節 １ ⑸

１２ Ⅴ 第１ １．⑺ 刑事和解等の制度の周知【再掲 第３ １．⑶イ、第３ １．⒃ア】 法務省 P２３ 第１節 １ ⑹

Ⅴ 第１ １．⑻ 保険金支払いの適正化等

１３ ア ㈶自賠責保険・共済紛争処理機構における調停、国土交通省の保険会社に対する立入検査、国土交通
大臣の指示等による、自賠責保険金の支払いの適正化 国交省 P２４ 第１節 １ ⑺

１４ イ 「保険会社向けの総合的な監督指針」に基づいた各保険会社における保険金等支払管理態勢整備状況
についての検証 金融庁 P２４ 第１節 １ ⑺

１５ ウ 苦情・相談として寄せられる情報の活用、保険会社側に問題があると認められる業務・運営への適切
な対応 金融庁 P２４ 第１節 １ ⑺

１６ エ ㈶日弁連交通事故相談センターにおける弁護士による自賠責保険に係る損害賠償の支払いに関する無
料の法律相談・示談斡旋等による適切な損害賠償が受けられるための支援 国交省 P２４ 第１節 １ ⑺

１７ オ ひき逃げや無保険車等の事故の被害者に対する政府保障事業における損害のてん補による適切な支援 国交省 P２４ 第１節 １ ⑺

１８ Ⅴ 第１ １．⑼ 受刑者の作業報奨金を損害賠償に充当することを可能とする制度の十分な運用 法務省 P２４ 第１節 １ ⑻
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１９ Ⅴ 第１ １．⑽ 暴力団犯罪による被害の回復の支援 警察庁 P２４ 第１節 １ ⑼

▶ Ⅴ 第１ ２． 給付金の支給に係る制度の充実等（基本法第１３条関係）

２０ Ⅴ 第１ ２．⑴ 現行の犯罪被害給付制度の運用改善 警察庁 P２６ 第１節 ２ ⑶

２１ Ⅴ 第１ ２．⑵ 犯罪被害給付制度における重傷病給付金の支給範囲等の拡大 警察庁 P２７ 第１節 ２ ⑸

２２ Ⅴ 第１ ２．⑶ 経済的支援を手厚くするための制度のあるべき姿及び財源に関する検討並びに施策の実施 内・警・
法・厚 P２８ 第１節 ２ ⑹

２３ Ⅴ 第１ ２．⑷ 性犯罪被害者の緊急避妊等に要する経費の負担軽減 警察庁 P２８ 第１節 ２ ⑺

２４ Ⅴ 第１ ２．⑸ 司法解剖後の遺体搬送費等に対する措置 警察庁 P２６ 第１節 ２ ⑷

２５ Ⅴ 第１ ２．⑹ 医療保険利用の利便性確保 厚労省 P２９ 第１節 ２ ⑻

▶ Ⅴ 第１ ３． 居住の安定（基本法第１６条関係）

Ⅴ 第１ ３．⑴ 公営住宅への優先入居等

２６ ア 犯罪被害者等の単身入居や優先入居に関する検討及び所用の措置 国交省 P３３ 第１節 ３ ⑴

２７ イ 第１ ３．⑴アの検討結果を踏まえた、独立行政法人都市再生機構における犯罪被害者等の入居優遇
措置の必要性に関する検討 国交省 P３３ 第１節 ３ ⑴

２８ ウ 警察庁及び法務省と連携した犯罪被害者等に対する公営住宅への入居に関する情報提供 国交省 P３３ 第１節 ３ ⑴

Ⅴ 第１ ３．⑵ 被害直後及び中期的な居住場所の確保

２９ ア 児童相談所及び婦人相談所による一時保護や婦人保護施設及び民間シェルター等への一時保護委託の
実施についての適正な運用【再掲 第２ ２．⑶ア】 厚労省 P４４ 第２節 ２ ⑼

３０ イ 虐待を受けた子どもと非行児童の混合処遇を改善すること等の個別対応できる一時保護所の環境改善
の実施【再掲 第２ ２．⑶イ】 厚労省 P５０ 第２節 ２ ⒇

３１ ウ 一時保護の現状や一時保護委託の状況に関する必要な調査及び施策の実施【再掲 第２ ２．⑶ウ】 厚労省 P４９ 第２節 ２ ⒅

３２ エ 婦人保護施設及び母子生活支援施設の機能強化を図ることなどによる、入所者に対する日常生活支援
の充実 厚労省 P４４ 第２節 ２ ⑼

３３ オ 被害直後の保護及び再被害の危険回避のための施設に関する検討【再掲 第２ ２．⑷】 内・警・
法・厚

P２８
P３３

第１節 ２ ⑹
第１節 ３ ⑵

３４ カ 犯罪被害者等の生活の立て直しを図るための中期的な居住の確保に関する検討 内・警・
法・厚 P２８ 第１節 ２ ⑹

▶ Ⅴ 第１ ４． 雇用の安定（基本法第１７条関係）

Ⅴ 第１ ４．⑴ 事業主等の理解の増進

３５ ア 母子家庭の母等に対するトライアル雇用事業の適正な運用 厚労省 P３３ 第１節 ４ ⑴

３６ イ 公共職業安定所や独立行政法人雇用・能力開発機構都道府県センターにおける事業主に対する配置や
労働条件等雇用管理全般に関するきめ細やかな相談援助の適正な運用 厚労省 P３３ 第１節 ４ ⑴

３７ ウ 公共職業安定所における求職者に対するきめ細やかな就職支援の適正な実施 厚労省 P３３ 第１節 ４ ⑴

３８ エ 独立行政法人雇用・能力開発機構都道府県センターにおける事業主を対象とした雇用管理講習会にお
いて、犯罪被害者等の雇用管理に資するテーマを取り上げる。 厚労省 P３３ 第１節 ４ ⑴

３９ オ 公共職業安定所職員に対する研修において、犯罪被害者等への理解に資するテーマを取り上げる。 厚労省 P３３ 第１節 ４ ⑴

Ⅴ 第１ ４．⑵ 個別労働紛争解決制度の活用等

４０ ア 個別労働紛争解決制度についての周知徹底と適正な運用 厚労省 P３５ 第１節 ４ ⑵

４１ イ 犯罪被害者等が事業主との間で生じた労働問題に関して相談等を行う公的相談窓口としての総合労働
相談コーナーの周知徹底と積極的な活用 厚労省 P３５ 第１節 ４ ⑵

４２ Ⅴ 第１ ４．⑶ 被害回復のための休暇制度導入の是非に関する検討 厚労省 P３５ 第１節 ４ ⑶

Ⅴ 第２ 精神的・身体的被害の回復・防止への取組
▶ Ⅴ 第２ １． 保健医療サービス及び福祉サービスの提供（基本法第１４条関係）

４３ Ⅴ 第２ １．⑴ 「PTSD対策に係る専門家の養成研修会」の継続的実施等 厚労省 P３７ 第２節 １ ⑹
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４４ Ⅴ 第２ １．⑵ 重度のPTSD等重度ストレス反応の治療等のための高度な専門家の養成及び体制整備に資する施策
の検討及び実施 厚労省 P４１ 第２節 １ 23

４５ Ⅴ 第２ １．⑶ PTSDの診断及び治療に係る医療保険適用の範囲の拡大 厚労省 P４１ 第２節 １ 24

４６ Ⅴ 第２ １．⑷ 地域格差のない迅速かつ適切な救急医療の提供 厚労省 P３７ 第２節 １ ⑺

４７ Ⅴ 第２ １．⑸ 救急医療に連動した精神的ケアのための体制整備 厚労省 P４１ 第２節 １ 25

４８ Ⅴ 第２ １．⑹ 高次脳機能障害者への支援の充実 厚労省 P３７ 第２節 １ ⑻

Ⅴ 第２ １．⑺ 長期療養を必要とする犯罪被害者のための施策の検討及び実施

４９ ア 犯罪被害者を含め、長期療養を必要とする患者が必要な医療や介護サービスを受けられる方策の検討
及び施策の実施（平成１８年医療提供体制の改革の中での検討） 厚労省 P４２ 第２節 １ 26

５０ イ 犯罪等の被害による後遺障害者に対する経済的支援及び福祉サービスの在り方についての検討 内・警・
法・厚 P２８ 第１節 ２ ⑹

５１ Ⅴ 第２ １．⑻ 思春期精神保健の専門家の養成 厚労省 P３８ 第２節 １ ⑼

５２ Ⅴ 第２ １．⑼ 少年被害者のための治療等の専門家の養成、体制整備及び施設の増強に資する施策の実施 厚労省 P３８ 第２節 １ ⑽

５３ Ⅴ 第２ １．⑽ 性暴力被害者のための医療体制の整備に資する施策の検討及び実施 厚労省 P４２ 第２節 １ 27

５４ Ⅴ 第２ １．⑾ 犯罪被害者等への適切な対応に資する医学教育の促進 文科省 P３８ 第２節 １ ⑾

５５ Ⅴ 第２ １．⑿ 犯罪被害者等に関する専門的知識・技能を有する臨床心理士の養成等【再掲 第５ １．⒂エ】 文科省 P３８ 第２節 １ ⑿

５６ Ⅴ 第２ １．⒀ 犯罪被害者に係る司法関連の医学知識と技術について精通した医療関係者の在り方及びその養成のた
めの施策の検討及び実施 厚労省 P４１ 第２節 １ 23

５７ Ⅴ 第２ １．⒁ 検察官等に対する研修の充実 法務省 P３８ 第２節 １ ⒀

５８ Ⅴ 第２ １．⒂ 法科大学院における教育による犯罪被害者等への理解の向上の促進 文科省 P３８ 第２節 １ ⒁

Ⅴ 第２ １．⒃ 児童虐待に対する夜間・休日対応の充実等

５９ ア 児童相談所の夜間・休日における連絡や相談対応の確保、中核市規模の人口を有する市での設置の促
進、分室・支所の活用による市町村支援体制の確保等 厚労省 P３９ 第２節 １ ⒂

６０ イ 夜間対応等の体制整備や児童虐待に対する医療ケアの重要性にかんがみた地域の医療機関との協力、
連携体制の充実 厚労省 P３９ 第２節 １ ⒂

６１ Ⅴ 第２ １．⒄ 少年被害者の保護に関する学校及び児童相談所等の連携の充実 文科省・
厚労省 P３９ 第２節 １ ⒃

Ⅴ 第２ １．⒅ 少年被害者に対する学校におけるカウンセリング体制の充実等

６２ ア 少年被害者を含む児童生徒の心のケアに資するための学校におけるカウンセリング体制の充実と少年
被害者を含む児童生徒に対する個々の状況に応じた必要な学習支援の促進 文科省 P３９ 第２節 １ ⒄

６３ イ 犯罪被害者等である児童生徒の相談等に的確に対応できるための教職員やスクールカウンセラーに対
する研修の支援と各学校における取組の促進 文科省 P３９ 第２節 １ ⒄

６４ ウ
大学の教職課程におけるカウンセリングに関する教育及び教員に対するカウンセリングに関する研修
内容に、犯罪被害者等である児童生徒に対する心のケアについても含めるなどその内容の充実を促
す。【再掲 第５ １．⒂イ】

文科省 P３９ 第２節 １ ⒄

６５ Ⅴ 第２ １．⒆ 被害少年が受ける精神的打撃軽減のための継続的支援の推進 警察庁 P４０ 第２節 １ ⒅

６６ Ⅴ 第２ １．⒇ 里親制度の充実 厚労省 P４０ 第２節 １ ⒆

６７ Ⅴ 第２ １．21 少年被害者の相談・治療のための専門家・施設等の周知 厚労省 P４０ 第２節 １ ⒇

６８ Ⅴ 第２ １．22 犯罪被害者等に対する医療機関に関する情報の周知 厚労省 P４０ 第２節 １ 21

Ⅴ 第２ １．23 犯罪被害者等の受診情報等の適正な取扱い

６９ ア 犯罪被害者等の受診情報が医療機関や保険者から流出しないための、「個人情報の保護に関する法律」
に基づいた医療機関や保険者に対する適切な対応 厚労省 P４１ 第２節 １ 22

７０ イ 個人情報の取扱いに関し、損害保険会社に問題があると認められる場合の「保険業法」に基づいた保
険会社に対する検査・監督における適切な対応 金融庁 P４１ 第２節 １ 22

▶ Ⅴ 第２ ２． 安全の確保（基本法第１５条関係）

Ⅴ 第２ ２．⑴ 加害者に関する情報提供の拡充

７１ ア 判決確定後の加害者情報の警察に対する提供の充実【再掲 第３ １．⒆】 警察庁・
法務省 P４４ 第２節 ２ ⑺

犯罪被害者等基本計画 Ⅴ 重点課題に係る具体的施策（２５８施策）一覧
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番号 基本計画符号 施 策 府省庁 掲載ページ

７２ イ 判決確定後の加害者情報の犯罪被害者等に対する提供の拡充【再掲 第３ １．⒇】 法務省 P６２ 第３節 １ ⒅

７３ ウ 子ども対象の暴力的性犯罪再発防止を図るため、法務省からそれらの前歴者の出所情報の提供を受
け、出所後の居住状況等の定期的確認を含めた対策に努める。 警察庁 P４４ 第２節 ２ ⑺

Ⅴ 第２ ２．⑵ 犯罪被害者等に関する情報の保護

７４ ア
証拠開示の際に証人等の住居等が関係者に知られることがないよう求める制度、性犯罪の被害者等に
ついて公開の法廷では仮名を用いる運用がなされていることについての周知徹底と検察官等の意識向
上

法務省 P４４ 第２節 ２ ⑻

７５ イ
性犯罪等被害者について、公開の法廷において起訴状朗読の際に被害者の氏名等を明らかにしないよ
うにする制度、証拠開示の際に検察官又は弁護人が相手方に対して被害者の氏名等が関係者に知られ
ないようにすることを求めることができる制度の導入に向けた検討及び施策の実施

法務省 P４９ 第２節 ２ ⒄

７６ ウ 犯罪被害者等の保護の観点も含めた住民基本台帳の閲覧制度等の抜本的見直し 総務省 P４４ 第２節 ２ ⑻

７７ エ 犯罪被害者等に関する個人情報の保護【再掲 第５ １．⒃】 警察庁 P９５ 第５節 １ ⒂

Ⅴ 第２ ２．⑶ 一時保護場所の環境改善等

７８ ア 児童相談所及び婦人相談所による一時保護や婦人保護施設及び民間シェルター等への一時保護委託の
実施についての適正な運用【再掲 第１ ３．⑵ア】 厚労省 P４４ 第２節 ２ ⑼

７９ イ 虐待を受けた子どもと非行児童の混合処遇を改善すること等の個別対応できる一時保護所の環境改善
の実施【再掲 第１ ３．⑵イ】 厚労省 P５０ 第２節 ２ ⒇

８０ ウ 一時保護の現状や一時保護委託の状況に関する必要な調査及び施策の実施【再掲 第１ ３．⑵ウ】 厚労省 P４９ 第２節 ２ ⒅

８１ Ⅴ 第２ ２．⑷ 被害直後の保護及び再被害の危険回避のための施設に関する検討【再掲 第１ ３．⑵オ】 内・警・
法・厚

P２８
P３３

第１節 ２ ⑹
第１節 ３ ⑵

８２ Ⅴ 第２ ２．⑸ 警察における再被害防止措置の推進 警察庁 P４４ 第２節 ２ ⑽

８３ Ⅴ 第２ ２．⑹ 警察における保護対策の推進 警察庁 P４５ 第２節 ２ ⑾

８４ Ⅴ 第２ ２．⑺ 保釈に関しての犯罪被害者等に対する安全への配慮の充実【再掲 第３ １．⑹】 法務省 P４５ 第２節 ２ ⑿

Ⅴ 第２ ２．⑻ 再被害防止に向けた関係機関の連携の充実

８５ ア 犯罪被害者等の意見・要望を踏まえたDV被害者、人身取引被害者、児童虐待の被害者等の保護に関
する警察、婦人相談所及び児童相談所等の連携の充実

警察庁・
厚労省 P４５ 第２節 ２ ⒀

８６ イ 警察と学校等関係機関の通報連絡体制の活用、児童虐待防止ネットワークの活用、加害少年やその保
護者に対する指導等の一層の充実を図ることによる再被害の防止

警察庁・
文科省 P４５ 第２節 ２ ⒀

Ⅴ 第２ ２．⑼ 児童虐待の防止、早期発見・早期対応のための体制整備等

８７ ア
子どもの死亡例に関する適切な検視等の実施に資する教育、児童虐待の発見に資する指導・教育、児
童の保護等を行う職員に対する虐待を受けた児童の特性等に関する教育等職員の児童虐待に関する知
識・技能の向上に努める。

警察庁 P４７ 第２節 ２ ⒁

８８ イ
学校教育関係者など、職務上虐待を受けている子どもを発見しやすい立場にある者が、虐待発見時に
適切に対応できるよう、通告義務の周知徹底を図るなど、早期発見・早期対応のための体制整備に努
める。

文科省 P４７ 第２節 ２ ⒁

８９ ウ 学校等における児童虐待防止に向けた取組を推進するための国内外の先進的取組事例の収集・分析 文科省 P４７ 第２節 ２ ⒁

９０ エ 児童相談所を中心とした多種多様な関係機関の連携による取組についての全国の好事例の収集と周知
徹底 厚労省 P４７ 第２節 ２ ⒁

９１ Ⅴ 第２ ２．⑽ 児童虐待防止のために行う児童の死亡事例等の検証の実施 厚労省 P４８ 第２節 ２ ⒂

９２ Ⅴ 第２ ２．⑾ 児童虐待・配偶者等からの暴力（DV）の早期発見のための医療施設における取組の促進 厚労省 P４９ 第２節 ２ ⒆

Ⅴ 第２ ２．⑿ 再被害の防止に資する教育の実施等

９３ ア 矯正施設に収容されている加害者に対し、被害者の心情等を理解させるため、「被害者の視点を取り
入れた教育」の内容の一層の充実を図り、再被害の防止に資する。【再掲 第３ １．24ア】 法務省 P４８ 第２節 ２ ⒃

９４ イ 仮釈放における犯罪被害者等に対する安全への配慮の充実【再掲 第３ １．26イ】 法務省 P４８ 第２節 ２ ⒃

９５ ウ 犯罪被害者等の意向等に配慮した謝罪及び被害弁償に向けた保護観察処遇における効果的なしょく罪
指導の徹底【再掲 第３ １．24ウ】 法務省 P４８ 第２節 ２ ⒃

９６ エ 非行少年等の立ち直り支援を行う中で、再被害の防止に資するよう、加害少年の立ち直りを図ってい
く。 文科省 P４８ 第２節 ２ ⒃

９７ オ 子育てに関する学習講座の中で児童虐待の防止に資するような、親等に対する学習支援の充実 文科省 P４８ 第２節 ２ ⒃

犯罪被害者等施策に関する基礎資料
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番号 基本計画符号 施 策 府省庁 掲載ページ

▶ Ⅴ 第２ ３． 保護、捜査、公判等の過程における配慮等（基本法第１９条関係）

Ⅴ 第２ ３．⑴ 職員等に対する研修の充実等

９８ ア 職員の犯罪被害者等への適切な対応を確実にするための教育・研修等の充実を図ることによる職員の
対応の改善 警察庁 P５１ 第２節 ３ ⑾

９９ イ 職員の犯罪被害者等への適切な対応を確実にするための教育・研修等の充実を図ることによる職員の
対応の改善【再掲 第４ ２． ⑾イ】 法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１００ ウ
検察幹部が犯罪被害者等の心情等の理解を深めるとともに、市民感覚を失い又は独善に陥ることを防
止するためのセミナーの実施、検察官が市民感覚を学ぶための効果的な研修を実施することによる職
員の対応の改善

法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１０１ エ 検察官に対する児童や女性の犯罪被害者等への配慮に関する研修の充実【再掲 第３ １．⒅、第４
２．⑾ア】 法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１０２ オ 交通事件に関する講義の充実【再掲 第３ １．⒂】 法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１０３ カ 犯罪被害者等の治療、保護等を行う施設の職員が犯罪被害者等への適切な対応を確実にするための研
修等の充実を図る方向での検討及び職員の対応の改善 厚労省 P５３ 第２節 ３ ⒃

１０４ キ 看護基礎教育のカリキュラム等改正に係る検討、当該検討を踏まえた教育の実施等による看護に関わ
る者の対応の改善 厚労省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１０５ ク 民生委員に対する守秘義務の遵守等についての指導の実施 厚労省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１０６ ケ 公的シェルターにおける適切な対応を確実にするための研修及び啓発の実施 厚労省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１０７ Ⅴ 第２ ３．⑵ 女性警察官等の配置 警察庁 P５２ 第２節 ３ ⑿

１０８ Ⅴ 第２ ３．⑶ ビデオリンク等の措置の適正な運用 法務省 P５２ 第２節 ３ ⒀

１０９ Ⅴ 第２ ３．⑷ 民事訴訟におけるビデオリンク等の措置の導入 法務省 P５４ 第２節 ３ ⒄

１１０ Ⅴ 第２ ３．⑸ 警察における犯罪被害者等のための施設の改善 警察庁 P５３ 第２節 ３ ⒁

１１１ Ⅴ 第２ ３．⑹ 検察庁における犯罪被害者等のための待合室の設置 法務省 P５３ 第２節 ３ ⒂

Ⅴ 第３ 刑事手続への関与拡充への取組
▶ Ⅴ 第３ １． 刑事に関する手続への参加の機会を拡充するための制度の整備等（基本法第１８条関係）

１１２ Ⅴ 第３ １．⑴ 犯罪被害者等が刑事裁判に直接関与することのできる制度の検討及び施策の実施 法務省 P５８ 第３節 １ ⒂

１１３ Ⅴ 第３ １．⑵ 冒頭陳述等の内容を記載した書面の交付についての検討及び施策の実施 法務省 P６２ 第３節 １ ⒃

Ⅴ 第３ １．⑶ 公判記録の閲覧・謄写の範囲拡大に向けた検討及び施策の実施等

１１４ ア 公判記録の閲覧・謄写の範囲拡大に向けた検討及び施策の実施【再掲 第１ １．⑸】 法務省 P６２ 第３節 １ ⒄

１１５ イ 刑事和解等の制度の周知（公判記録の閲覧・謄写に関する現行制度の周知徹底）【再掲 第１ １．⑺】 法務省 P２３ 第１節 １ ⑹

Ⅴ 第３ １．⑷ 犯罪被害者等と検察官のコミュニケーションの充実

１１６ ア
犯罪被害者等の意見等をより適切に把握し刑事裁判に適正に反映させるため、犯罪被害者等と検察官
のコミュニケーションをより一層充実させ、供述調書等による証拠化や証人尋問等の活用等により被
害状況の的確な立証に努めていく。

法務省 P５５ 第３節 １ ⑶

１１７ イ 刑事裁判の公判期日の決定について、検察官が犯罪被害者等と十分なコミュニケーションをとり、必
要に応じ、犯罪被害者等の希望を裁判長に伝えるよう努めていく。 法務省 P５５ 第３節 １ ⑶

１１８ Ⅴ 第３ １．⑸ 国民にわかりやすい訴訟活動 法務省 P５５ 第３節 １ ⑷

１１９ Ⅴ 第３ １．⑹ 保釈に関しての犯罪被害者等に対する安全への配慮の充実【再掲 第２ ２．⑺】 法務省 P４５ 第２節 ２ ⑿

１２０ Ⅴ 第３ １．⑺ 上訴に関する犯罪被害者等からの意見聴取等 法務省 P５５ 第３節 １ ⑸

１２１ Ⅴ 第３ １．⑻ 少年保護事件に関する意見の聴取等各種制度の周知徹底 法務省 P５５ 第３節 １ ⑹

１２２ Ⅴ 第３ １．⑼ 少年保護事件に関する犯罪被害者等の意見・要望を踏まえた制度の検討及び施策の実施 法務省 P６２ 第３節 １ 22

１２３ Ⅴ 第３ １．⑽ 公的弁護人制度の導入の是非に関する検討 内・警・
法・厚

P２８
P５８

第１節 ２ ⑹
第３節 １ ⒂

Ⅴ 第３ １．⑾ 日本司法支援センターによる支援

犯罪被害者等基本計画 Ⅴ 重点課題に係る具体的施策（２５８施策）一覧
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１２４ ア 民事法律扶助制度の活用による弁護士費用及び損害賠償請求費用の負担軽減 【再掲 第１ １．⑷ア】 法務省 P２３ 第１節 １ ⑷

１２５ イ 支援に精通した弁護士の紹介なども含めた様々な情報の速やかな提供【再掲 第１ １．⑷イ、第４
１．27ア】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１２６ ウ 具体的な業務の在り方について、犯罪被害者等やその支援に携わる者の意見を踏まえた準備作業の進
行【再掲 第１ １．⑷ウ、第４ １．27 イ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１２７ エ 警察庁その他関係機関及び日本弁護士連合会等との十分な連携【再掲 第１ １．⑷エ、第４ １．27
ウ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１２８ オ 日本司法支援センターの機能及び犯罪被害者等支援に関する具体的情報の十分な周知【再掲 第１
１．⑷オ、第４ １．27エ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

Ⅴ 第３ １．⑿ 刑事の手続等に関する情報提供の充実

１２９ ア
刑事に関する手続及び少年保護事件の手続並びに犯罪被害者等のための制度等を分かりやすく解説し
たパンフレット等の内容を充実し、配布等の工夫も含め、犯罪被害者等への早期の提供に努めてい
く。【再掲 第４ １．23ア】

警察庁・
法務省 P５５ 第３節 １ ⑺

１３０ イ 検視及び司法解剖に関し、パンフレットの配布等の工夫も含め、遺族に対する適切な説明及び配慮に
努めていく。

警察庁・
法務省 P５５ 第３節 １ ⑺

１３１ ウ 外国語版の「被害者の手引」について、今後とも適切に作成・配布されるよう努めていく。【再掲
第４ １．⒇イ】 警察庁 P７１ 第４節 １ 25

１３２ エ 犯罪被害者等に対し、犯罪被害者等の保護と支援のための制度の更なる情報の提供を行うための外国
語によるパンフレットやホームページの作成等による情報の提供【再掲 第４ １．23イ】 法務省 P５５ 第３節 １ ⑺

Ⅴ 第３ １．⒀ 捜査に関する適切な情報提供

１３３ ア 「被害者連絡制度」等を周知徹底・活用し、犯罪被害者等に対し、適時適切に、捜査状況等の情報を
提供するよう努めていく。 警察庁 P５７ 第３節 １ ⑻

１３４ イ 「被害者連絡制度」等の改善【再掲 第４ １．21 】 警察庁 P７６ 第４節 １ 40

１３５ ウ 捜査への支障等を勘案しつつ、犯罪被害者等に対し、適時適切に、捜査状況等の情報を提供するよう
努めていく。 法務省 P５７ 第３節 １ ⑻

１３６ Ⅴ 第３ １．⒁ 交通事故捜査の体制強化等 警察庁 P５７ 第３節 １ ⑼

１３７ Ⅴ 第３ １．⒂ 交通事件に関する講義の充実【再掲 第２ ３．⑴オ】 法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

Ⅴ 第３ １．⒃ 不起訴事案に関する適切な情報提供

１３８ ア 刑事和解等の制度の周知（不起訴記録の弾力的開示の周知徹底）【再掲 第１ １．⑺】 法務省 P２３ 第１節 １ ⑹

１３９ イ 不起訴処分について、犯罪被害者等の希望に応じ、検察官が、捜査への支障等を勘案しつつ、事前・
事後に、処分の内容及び理由について十分な説明を行うよう努めていく。 法務省 P５７ 第３節 １ ⑽

１４０ Ⅴ 第３ １．⒄ 検察審査会の起訴議決に拘束力を認める制度の運用への協力 法務省 P６５ 第３節 １ 23

１４１ Ⅴ 第３ １．⒅ 検察官に対する児童又は女性の犯罪被害者等への配慮に関する研修の充実【再掲 第２ ３．⑴エ、
第４ ２．⑾ア】 法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

１４２ Ⅴ 第３ １．⒆ 判決確定後の加害者情報の警察に対する提供の充実【再掲 第２ ２．⑴ア】 警察庁・
法務省 P４４ 第２節 ２ ⑺

１４３ Ⅴ 第３ １．⒇ 判決確定後の加害者情報の犯罪被害者等に対する提供の拡充【再掲 第２ ２．⑴イ】 法務省 P６２ 第３節 １ ⒅

１４４ Ⅴ 第３ １．21 保護処分決定確定後の加害少年に係る情報の提供に関する検討及び施策の実施 法務省 P６２ 第３節 １ ⒆

１４５ Ⅴ 第３ １．22 犯罪被害者等の心情等を加害者に伝達する制度の検討及び施策の実施 法務省 P６２ 第３節 １ ⒇

１４６ Ⅴ 第３ １．23 受刑者と犯罪被害者等との面会・信書の発受の適切な運用 法務省 P５７ 第３節 １ ⑾

Ⅴ 第３ １．24 犯罪被害者等の意見等を踏まえた適切な加害者処遇の推進

１４７ ア 矯正施設に収容されている加害者に対し、被害者の心情等を理解させるため、「被害者の視点を取り
入れた教育」の内容の一層の充実に努めていく。【再掲 第２ ２．⑿ア】 法務省 P４８ 第２節 ２ ⒃

１４８ イ 保護処分の執行に資するため、少年簿について、関係機関と連携し、犯罪被害者等に関する事項につ
いて必要な情報を収集し、適切に記載するよう努めていく。 法務省 P５７ 第３節 １ ⑿

１４９ ウ 犯罪被害者等の意向等に配慮した謝罪及び被害弁償に向けた保護観察処遇における効果的なしょく罪
指導の徹底【再掲 第２ ２．⑿ウ】 法務省 P４８ 第２節 ２ ⒃

Ⅴ 第３ １．25 犯罪被害者等の視点を取り入れた交通事犯被収容者に対する更生プログラムの整備等

１５０ ア 交通犯罪に対する道義的な反省を積極的に促すとともに、交通法規を守って、人命を尊重し、安全第
一を信条とする社会人として更生させることに努める。 法務省 P５７ 第３節 １ ⒀

１５１ イ 「被害者の視点を取り入れた教育」研究会の成果を踏まえ、被害者の心情等を理解させるための指導
の一層の充実を図り、交通事犯被収容者の更生のためにより有効なプログラム整備に努める。 法務省 P５７ 第３節 １ ⒀

１５２ Ⅴ 第３ １．26 仮釈放における犯罪被害者等に対する安全への配慮の充実【再掲 第２ ２．⑿イ】 法務省 P４８ 第２節 ２ ⒃

犯罪被害者等施策に関する基礎資料
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番号 基本計画符号 施 策 府省庁 掲載ページ

１５３ Ⅴ 第３ １．27 犯罪被害者等の意見を踏まえた仮釈放審理の検討及び施策の実施 法務省 P６２ 第３節 １ 21

１５４ Ⅴ 第３ １．28 矯正施設職員及び更生保護官署職員に対する研修等の充実 法務省 P５７ 第３節 １ ⒁

Ⅴ 第４ 支援等のための体制整備への取組
▶ Ⅴ 第４ １． 相談及び情報の提供等（基本法第１１条関係）

Ⅴ 第４ １．⑴ 地方公共団体に対する総合的対応窓口の設置等の要請等

１５５ ア 都道府県犯罪被害者等主管課室長会議を開催し、地方公共団体に対し、犯罪被害者等に関する適切な
情報提供等を行う総合的な対応窓口の設置等について要請する。 内閣府 P６６ 第４節 １ ⑻

１５６ イ 関係窓口一覧や犯罪被害者等基本計画等の広報を含めたパンフレットを作成し、都道府県犯罪被害者
等主管課室長会議において配布するなどの情報提供を行う。 内閣府 P６６ 第４節 １ ⑻

１５７ Ⅴ 第４ １．⑵ 相談機関等リストの作成による総合的情報提供 内閣府 P６７ 第４節 １ ⑼

１５８ Ⅴ 第４ １．⑶ どの関係機関・団体等を起点としても、必要な情報提供・支援等を途切れることなく受けることので
きる体制作りのための検討及び施策の実施

内・警・
総・法・
文・厚・国

P７６ 第４節 １ 39

１５９ Ⅴ 第４ １．⑷ 犯罪被害者等支援のコーディネーター等の育成の在り方についての検討
内・警・
総・法・
文・厚・国

P７６ 第４節 １ 39

１６０ Ⅴ 第４ １．⑸ 警察と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び情報提供の充実 警察庁 P６７ 第４節 １ ⑽

１６１ Ⅴ 第４ １．⑹ 被害者支援連絡協議会及び被害者支援地域ネットワークにおける連携の推進 警察庁 P６７ 第４節 １ ⑾

１６２ Ⅴ 第４ １．⑺ 警察における相談体制の充実 警察庁 P６７ 第４節 １ ⑿

１６３ Ⅴ 第４ １．⑻ 「指定被害者支援要員制度」の活用 警察庁 P６８ 第４節 １ ⒀

１６４ Ⅴ 第４ １．⑼ 交通事故相談活動の促進 内閣府 P６８ 第４節 １ ⒁

１６５ Ⅴ 第４ １．⑽ 警察における被害少年が相談しやすい環境の整備 警察庁 P６８ 第４節 １ ⒂

１６６ Ⅴ 第４ １．⑾ ストーカー事案への適切な対応 警察庁 P６８ 第４節 １ ⒃

１６７ Ⅴ 第４ １．⑿ 検察庁の犯罪被害者等支援活動における福祉・心理関係の専門機関等との連携の充実 法務省 P６９ 第４節 １ ⒄

１６８ Ⅴ 第４ １．⒀ 検察庁における被害者支援員と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び情報提供の充実 法務省 P６９ 第４節 １ ⒅

１６９ Ⅴ 第４ １．⒁ 「子どもの人権１１０番」及び「子どもの人権専門委員」の活用・充実 法務省 P６９ 第４節 １ ⒆

１７０ Ⅴ 第４ １．⒂ 教育委員会と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び学校における相談窓口機能の充実 文科省 P７０ 第４節 １ ⒇

１７１ Ⅴ 第４ １．⒃ 学校内における連携及び相談体制の充実 文科省 P７０ 第４節 １ 21

１７２ Ⅴ 第４ １．⒄ 学校における相談対応能力の向上等【再掲 第４ ２．⒀、第５ １．⒂】 文科省 P７０ 第４節 １ 22

１７３ Ⅴ 第４ １．⒅ 相談及び情報提供のための教育委員会による取組の促進 文科省 P７０ 第４節 １ 23

１７４ Ⅴ 第４ １．⒆ 各都道府県警察に対する犯罪被害者等への情報提供等の支援に関する指導・督励及び好事例の勧奨 警察庁 P７０ 第４節 １ 24

Ⅴ 第４ １．⒇ 「被害者の手引」の内容の充実等

１７５ ア 「被害者の手引」の内容の充実、見直しを図りつつ、その確実な配布を更に徹底するとともに、それ
らの情報をウェブサイトにおいても紹介していく。 警察庁 P７１ 第４節 １ 25

１７６ イ 外国語版の「被害者の手引」について、今後とも適切に作成・配布されるよう努めていく。【再掲
第３ １．⑿ウ】 警察庁 P７１ 第４節 １ 25

１７７ Ⅴ 第４ １．21 「被害者連絡制度」等の改善【再掲 第３ １．⒀イ】 警察庁 P７６ 第４節 １ 40

１７８ Ⅴ 第４ １．22 犯罪被害者等の保護・支援のための制度の周知【再掲 第１ １．⑹ア】 警察庁・
法務省 P２３ 第１節 １ ⑸

Ⅴ 第４ １．23 刑事の手続等に関する情報提供の充実

１７９ ア
刑事に関する手続及び少年保護事件の手続並びに犯罪被害者等のための制度等を分かりやすく解説し
たパンフレット等の内容を充実し、配布等の工夫も含め、犯罪被害者等への早期の提供に努めてい
く。【再掲 第３ １．⑿ア】

警察庁・
法務省 P５５ 第３節 １ ⑺

犯罪被害者等基本計画 Ⅴ 重点課題に係る具体的施策（２５８施策）一覧
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番号 基本計画符号 施 策 府省庁 掲載ページ

１８０ イ 犯罪被害者等に対し、犯罪被害者等の保護と支援のための制度の更なる情報の提供を行うための外国
語によるパンフレットやホームページの作成等による情報の提供【再掲 第３ １．⑿エ】 法務省 P５５ 第３節 １ ⑺

１８１ Ⅴ 第４ １．24 民事の手続に関する情報提供の充実【再掲 第１ １．⑹イ】 法務省 P２３ 第１節 １ ⑸

Ⅴ 第４ １．25 医療機関等と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び医療機関における情報提供等の充実

１８２ ア 医療機関が犯罪被害者等支援に係る諸機関・団体等と連携・協力し、犯罪被害者等の支援等に関する
情報提供を適切に行うことを促進する。 厚労省 P７１ 第４節 １ 26

１８３ イ 精神保健福祉センター、保健所等が犯罪被害者等支援に係る諸機関・団体等との連携・協力を充実・
強化し、犯罪被害者等の支援等に関する情報提供、相談等を適切に行うことを推進する。 厚労省 P７１ 第４節 １ 26

Ⅴ 第４ １．26 性犯罪被害者による情報入手の利便性の拡大

１８４ ア 現行の施策に加え、性犯罪被害者の要望を踏まえ、性犯罪被害者が情報を入手する利便性の拡大に努
めていく。 警察庁 P７１ 第４節 １ 27

１８５ イ 性犯罪被害者の要望を踏まえ、性犯罪被害者が情報を入手する利便性の拡大に努めていく。 法務省 P７１ 第４節 １ 27

１８６ ウ 性犯罪被害者の要望を踏まえ、性犯罪被害者が情報を入手する利便性の拡大に努めていく。 厚労省 P７１ 第４節 １ 27

Ⅴ 第４ １．27 日本司法支援センターによる支援

１８７ ア 支援に精通した弁護士の紹介なども含めた様々な情報の速やかな提供【再掲 第１ １．⑷イ、第３
１．⑾イ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１８８ イ 具体的な業務の在り方について、犯罪被害者等やその支援に携わる者の意見を踏まえた準備作業の進
行【再掲 第１ １．⑷ウ、第３ １．⑾ウ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１８９ ウ 警察庁その他関係機関及び日本弁護士連合会等との十分な連携【再掲 第１ １．⑷エ、第３ １．⑾
エ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１９０ エ 日本司法支援センターの機能及び犯罪被害者等支援に関する具体的情報の十分な周知【再掲 第１
１．⑷オ、第３ １．⑾オ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１９１ オ 日本司法支援センターによるネットワークの構築とコーディネーター機能の発揮【再掲 第４ ３．
⑻】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

１９２ Ⅴ 第４ １．28 「NPOポータルサイト」による情報取得の利便性確保 内閣府 P７３ 第４節 １ 29

１９３ Ⅴ 第４ １．29 犯罪被害者団体等専用ポータルサイトの開設 内閣府 P７３ 第４節 １ 30

１９４ Ⅴ 第４ １．30 自助グループの紹介等 警察庁 P７３ 第４節 １ 31

１９５ Ⅴ 第４ １．31 犯罪被害者等施策のホームページの充実 内閣府 P７４ 第４節 １ 32

１９６ Ⅴ 第４ １．32 インターネット以外の媒体を用いた情報提供
内・警・
総・法・
文・厚・国

P７４ 第４節 １ 33

１９７ Ⅴ 第４ １．33 犯罪の発生直後からの総合的・横断的な支援活動の展開 警察庁 P７４ 第４節 １ 34

Ⅴ 第４ １．34 更生保護官署と保護司との協働による刑事裁判終了後の支援についての検討及び施策の実施

１９８ ア 更生保護官署と保護司との協働による、刑事裁判終了後の支援についての検討及び施策の実施 法務省 P７６ 第４節 １ 41

１９９ イ 上記アの検討の際に、地域社会における関係諸機関・団体等の連携・協力の在り方についても、併せ
て検討する。 法務省 P７６ 第４節 １ 41

２００ Ⅴ 第４ １．35 犯罪被害者等である児童生徒が不登校になった場合における継続的支援の促進 文科省 P７５ 第４節 １ 35

２０１ Ⅴ 第４ １．36 犯罪被害者等である児童生徒が問題を抱えるに至った場合における継続的支援の促進 文科省 P７５ 第４節 １ 36

２０２ Ⅴ 第４ １．37 日本司法支援センターによる長期的支援 法務省 P７５ 第４節 １ 37

２０３ Ⅴ 第４ １．38 海外における邦人の犯罪被害者等に対する情報提供についての周知 外務省 P７５ 第４節 １ 38

▶ Ⅴ 第４ ２． 調査研究の推進等（基本法第２１条関係）

２０４ Ⅴ 第４ ２．⑴ 重症PTSD症例に関するデータ蓄積及び治療法等の研究 文科省 P７７ 第４節 ２ ⑴

２０５ Ⅴ 第４ ２．⑵ 犯罪被害者の精神健康の状況とその回復に関する研究 厚労省 P７７ 第４節 ２ ⑵

２０６ Ⅴ 第４ ２．⑶ 犯罪被害者等の状況把握等のための継続的調査の実施 内閣府 P７７ 第４節 ２ ⑶

２０７ Ⅴ 第４ ２．⑷ 配偶者に該当しない交際相手等からの暴力に関する調査の実施 内閣府 P７８ 第４節 ２ ⑷

２０８ Ⅴ 第４ ２．⑸ 警察庁における犯罪被害の実態等についての継続的調査研究 警察庁 P７８ 第４節 ２ ⑸

犯罪被害者等施策に関する基礎資料
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２０９ Ⅴ 第４ ２．⑹ 法務省における「犯罪被害実態調査」の調査方法に関する検討 法務省 P７８ 第４節 ２ ⑹

２１０ Ⅴ 第４ ２．⑺ 脳死及び臓器移植に関する犯罪被害者等への配慮 厚労省 P７８ 第４節 ２ ⑺

２１１ Ⅴ 第４ ２．⑻ 犯罪被害者等支援のコーディネーター等の育成の在り方についての検討【再掲 第４ １．⑷】
内・警・
総・法・
文・厚・国

P７６ 第４節 １ 39

２１２ Ⅴ 第４ ２．⑼ 警察における被害者支援に携わる職員等への研修の充実 警察庁 P７８ 第４節 ２ ⑻

２１３ Ⅴ 第４ ２．⑽ 犯罪等による被害を受けた児童の継続的な支援を行う警察職員の技能取得 警察庁 P７８ 第４節 ２ ⑼

Ⅴ 第４ ２．⑾ 法務省における犯罪被害者等支援に関する職員研修の充実等

２１４ ア 検察官に対する児童又は女性の犯罪被害者等への配慮に関する研修の充実【再掲 第２ ３． ⑴エ、
第３ １．⒅】 法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

２１５ イ 職員の犯罪被害者等への適切な対応を確実にするための教育・研修等の充実を図ることによる職員の
対応の改善【再掲 第２ ３． ⑴イ】 法務省 P５１ 第２節 ３ ⑾

２１６ Ⅴ 第４ ２．⑿ 日本司法支援センターが蓄積した情報やノウハウの提供 法務省 P７９ 第４節 ２ ⑽

２１７ Ⅴ 第４ ２．⒀ 学校における相談対応能力の向上等【再掲 第４ １． ⒄、第５ １． ⒂ア】 文科省 P７０ 第４節 １ 22

２１８ Ⅴ 第４ ２．⒁ 臨床心理士による犯罪被害者等に対する支援活動についての調査研究の実施 文科省 P７９ 第４節 ２ ⑾

２１９ Ⅴ 第４ ２．⒂ 虐待を受けた子どもの保護等に携わる者の研修の充実 厚労省 P７９ 第４節 ２ ⑿

２２０ Ⅴ 第４ ２．⒃ 民間の団体の研修に対する支援 警・法・
文・厚・国 P７９ 第４節 ２ ⒀

▶ Ⅴ 第４ ３． 民間の団体に対する援助（基本法第２２条関係）

２２１ Ⅴ 第４ ３．⑴ 民間の団体に対する財政的援助の在り方の検討及び施策の実施 内・警・
総・法・厚 P８８ 第４節 ３ ⑼

Ⅴ 第４ ３．⑵ 民間の団体への支援の充実

２２２ ア
犯罪被害者等の援助を行う民間団体への財政的援助の充実に努めるとともに、それらの団体の活動に
関する広報、犯罪被害者等の援助に携わる民間の者の研修に関する講師の手配・派遣、会場借上げ等
の協力等の支援を行っていく。

警察庁・
厚労省 P８７ 第４節 ３ ⑸

２２３ イ 犯罪被害者等の援助を行う民間団体の活動に関する広報、犯罪被害者等の援助に携わる民間の者の研
修に関する講師の手配・派遣、会場借上げ等の協力等の支援を行っていく。

法務省・
文科省・
国交省

P８７ 第４節 ３ ⑸

２２４ Ⅴ 第４ ３．⑶ 民間の団体で支援活動を行う者の養成・研修等の在り方について検討
内・警・
総・法・
文・厚・国

P７６ 第４節 １ 39

２２５ Ⅴ 第４ ３．⑷ 民間の団体等に関する広報等【再掲 第５ １．⑾ア】 内閣府・
警察庁 P９４ 第５節 １ ⑽

２２６ Ⅴ 第４ ３．⑸ 特定非営利活動促進法（NPO法）の適切な運用 内閣府 P８７ 第４節 ３ ⑹

２２７ Ⅴ 第４ ３．⑹ 全国被害者支援ネットワークに対する協力 警察庁 P８８ 第４節 ３ ⑺

２２８ Ⅴ 第４ ３．⑺ 警察における民間の団体との連携・協力の強化 警察庁 P８８ 第４節 ３ ⑻

２２９ Ⅴ 第４ ３．⑻ 日本司法支援センターによるネットワークの構築とコーディネーター機能の発揮【再掲 第４ １．
27オ】 法務省 P７２ 第４節 １ 28

Ⅴ 第５ 国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組
▶ Ⅴ 第５ １． 国民の理解の増進（基本法第２０条関係）

Ⅴ 第５ １．⑴ 学校における生命のかけがえのなさ等に関する教育の推進

２３０ ア 生命のかけがえのなさ等を積極的に取り上げる教育を推進するため、「児童生徒の心に響く道徳教育
推進事業」を実施し、教材の開発などの実践研究を進め、成果の普及を図る。 文科省 P８８ 第５節 １ ⑴

２３１ イ 「心のノート」のすべての小・中学生への配布 文科省 P８８ 第５節 １ ⑴

２３２ Ⅴ 第５ １．⑵ 学校における体験活動を通じた命の大切さの学習についての調査研究の実施及びその成果の普及 文科省 P８８ 第５節 １ ⑵

Ⅴ 第５ １．⑶ 学校における犯罪被害者等の人権問題も含めた人権教育の推進

２３３ ア 犯罪被害者等の人権問題も含め、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づく学校教育及
び社会教育における人権教育の一層の推進 文科省 P８９ 第５節 １ ⑶

犯罪被害者等基本計画 Ⅴ 重点課題に係る具体的施策（２５８施策）一覧

基
礎
資
料

１５７



番号 基本計画符号 施 策 府省庁 掲載ページ

２３４ イ 人権教育の指導方法等に関する調査研究の成果の普及と更なる検討 文科省 P８９ 第５節 １ ⑶

２３５ Ⅴ 第５ １．⑷ 学校における犯罪抑止教育の充実 文科省 P８９ 第５節 １ ⑷

２３６ Ⅴ 第５ １．⑸ 子どもへの暴力防止のための参加型学習への取組 文科省 P８９ 第５節 １ ⑸

２３７ Ⅴ 第５ １．⑹ 家庭における命の教育への支援の推進 文科省 P８９ 第５節 １ ⑹

２３８ Ⅴ 第５ １．⑺ 生命・身体・自由の尊重を自覚させる法教育の普及・啓発 法務省 P８９ 第５節 １ ⑺

２３９ Ⅴ 第５ １．⑻ 「犯罪被害者週間」にあわせた集中的な啓発事業の実施 内閣府 P８９ 第５節 １ ⑻

Ⅴ 第５ １．⑼ 犯罪被害者等施策の関係する特定期間における広報・啓発事業の実施

２４０ ア 全国交通安全運動の期間を中心に、各種啓発事業が交通事故被害者等の視点も踏まえ展開されるよう
努める。 内閣府 P９４ 第５節 １ ⑼

２４１ イ 人権週間を中心に、様々な広報媒体も通じつつ、犯罪被害者等の人権問題に対する配慮と保護を求め
るため講演会・研修会等の啓発活動を実施する。 法務省 P９４ 第５節 １ ⑼

２４２ ウ 児童虐待の範囲、現状やその防止に向けての取組を広く国民に周知させるため、様々な媒体を活用し
た広報活動を行うとともに、１１月の児童虐待防止推進月間に集中的な広報啓発活動を実施する。 厚労省 P９４ 第５節 １ ⑼

２４３ Ⅴ 第５ １．⑽ 犯罪被害者等の置かれた状況等について国民理解の増進を図るための啓発事業の実施 内閣府 P８９ 第５節 １ ⑻

Ⅴ 第５ １．⑾ 様々な広報媒体を通じた犯罪被害者等施策に関する広報の実施

２４４ ア 民間の団体等に関する広報等【再掲 第４ ３．⑷】 内閣府・
警察庁 P９４ 第５節 １ ⑽

２４５ イ
各都道府県警察が民間被害者支援団体と連携し、マスコミ広報や街頭キャンペーン等を実施すること
により、犯罪被害者等が置かれている実態や警察、関係機関、民間被害者支援団体等が取り組んでい
る犯罪被害者等支援についての広報啓発活動を一層促進する。

警察庁 P９４ 第５節 １ ⑽

２４６ ウ 広報啓発用の冊子「警察による犯罪被害者支援」の作成、ウェブサイト上での警察の犯罪被害者等支
援策の掲載等により、犯罪被害者等支援に関する国民の理解増進に努める。 警察庁 P９４ 第５節 １ ⑽

Ⅴ 第５ １．⑿ 交通事故被害者等の声を反映した国民の理解増進

２４７ ア 交通安全講習会における交通事故被害者等の手記等の配布や交通安全の集い等における被害者等の講
演を実施し、交通事故の被害者等の現状や交通事故の惨状等に関する国民の理解増進に努める。 警察庁 P９４ 第５節 １ ⑾

２４８ イ 各都道府県警察での運転者に対する各種講習において、交通事故の被害者等の切実な訴えが反映され
たビデオ、手記等の活用や、被害者等の講話等により被害者等の声を反映した講習を実施していく。 警察庁 P９４ 第５節 １ ⑾

２４９ Ⅴ 第５ １．⒀ 国民の理解の増進を図るための情報提供の実施 内閣府 P９５ 第５節 １ ⑿

Ⅴ 第５ １．⒁ 調査結果の公表を通じた犯罪被害者等の置かれた状況についての国民理解の促進

２５０ ア 犯罪被害者等の状況把握等のための継続的調査の結果を、統計処理の上、実例等も参照する形で公表
し、様々な犯罪被害者等の置かれた状況についての国民レベルの基礎的な理解を促進する。 内閣府 P９５ 第５節 １ ⒀

２５１ イ
犯罪被害者等に関する国民の意識等について、研究調査を行い、その結果を、青少年に対しては、利
用しやすい教材等の形に加工し広く提供するとともに、成人に対しては、統計処理後の公表物の形で
啓発に利用する。

内閣府 P９５ 第５節 １ ⒀

Ⅴ 第５ １．⒂ 学校における犯罪被害者等である児童生徒への的確な対応のための施策の促進

２５２ ア 学校における相談対応能力の向上等【再掲 第４ １．⒄、第４ ２．⒀】 文科省 P７０ 第４節 １ 22

２５３ イ
大学の教職課程におけるカウンセリングに関する教育及び教員に対するカウンセリングに関する研修
内容に、犯罪被害者等である児童生徒に対する心のケアについても含めるなどその内容の充実を図る
よう促す。【再掲 第２ １．⒅ウ】

文科省 P３９ 第２節 １ ⒄

２５４ ウ 虐待を受けた子供への対応の問題を含めた養護教諭の資質の向上のための研修の充実 文科省 P９５ 第５節 １ ⒁

２５５ エ 犯罪被害者等に関する専門的知識・技能を有する臨床心理士の養成等【再掲 第２ １．⑿】 文科省 P３８ 第２節 １ ⑿

２５６ Ⅴ 第５ １．⒃ 犯罪被害者等に関する個人情報の保護【再掲 第２ ２．⑵ エ】 警察庁 P９５ 第５節 １ ⒂

２５７ Ⅴ 第５ １．⒄ 犯罪被害者等に関する個人情報の保護に配慮した地域における犯罪発生状況等の情報提供の実施 警察庁 P９５ 第５節 １ ⒃

２５８ Ⅴ 第５ １．⒅ 交通事故の実態及びその悲惨さについての理解の増進に資するデータの公表 警察庁 P９６ 第５節 １ ⒄

犯罪被害者等施策に関する基礎資料

１５８


